
H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6 R 7
0

20

40

60

80

100

120

H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6 R 7
0

1

H30 H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6 R 7
0

1

総
合
計
画
体
系

まちづくりの目標

政 策

施 策

総合評価
評
価
担
当

局名

課・室名

電話番号

１ 施策の目的

対象（誰、何を対象としているか） 意図（どのような状態にしたいのか）

２ 施策の成果状況

成
果
指
標
①

指標名 単位
実績値 中期目標 長期目標 指標の

うごき

成果状況／達成度評価

目　標
達成度

（達成度）

成果状況の推移

成
果
指
標
②

指標名 単位
実績値 中期目標 長期目標 指標の

うごき

成果状況／達成度評価

目　標
達成度

（達成度）

成果状況の推移

成
果
指
標
③

指標名 単位
実績値 中期目標 長期目標 指標の

うごき

成果状況／達成度評価

目　標
達成度

（達成度）

成果状況の推移

３ 市民満足度調査の状況
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令和 年度5 高松市施策評価表（ 年度分）4

2020

2021

2022

2023

2023

令和 年5

安全で安心して暮らし続けられるまち

安全で安心して暮らせる社会環境の形成

消費者の権利保護と自立促進

市民政策局

くらし安全安心課

087-839-2067
Ａ

　市民 　消費者が安心・安全に暮らせるために、賢い消費者として
自立促進を行う。

消費生活相談における解決割合
％

年度2 年度3 年度4 年度5 年度5

98.4 97.4 98.4 99.5 99.5

　全体の相談件数は、前年度に比べ２９３件増加し、相談内容も多様
化・複雑化していることから、最新の傾向を把握し、消費者に対する
適切な助言等の対応が必要である。また、相談員が、適切な助言等を
行えるよう研修等に参加し相談業務等のスキルアップを行う。なお、
目標はほぼ達成することができた。
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４ 施策に係るコスト

事業費

人件費

トータルコスト

５ 今後の方向性と課題

施策の推進状況と課題

施策推進の方向性

６ 施策を構成する基本事業及び事務事業の状況

基本事業名
（総合評価）

重 ﾏﾆ 事務事業名 得点率 総合評価 方向性 成果指標 達成度

年度（決算）2 年度（決算）3 年度（決算）4 年度（予算）5

12,679 13,239 12,951 14,991

20,576 20,763 22,452 22,452

33,255 34,002 35,403 37,443

　今後も消費者団体を支援しながら、より連携を強化していく。また、年々手口が巧妙化している悪質商法に対応できるよう、消
費生活センターの相談体制堅持及び機能強化を行い、消費生活における安全安心を確保していくことが求められている。特に、消
費生活相談については、相談件数が令和３年度に比べて２９３件増加しており、多様化・複雑化する相談内容に対し、適切な助言
等の対応を行うため、最新の傾向を把握する必要がある。また、４名の相談員の資質向上のため、全国規模の研修に参加し、知
識・スキルのアップデートが求められている。

　消費者の利益の確保及び消費者被害のより一層の救済を目指す。そのために、消費者が参加できるイベント・機会の提供、消費
生活相談員による相談事業はもとより、出前講座の実施及び消費者団体の支援等を実施し、賢い消費者の育成を行い、消費者保護
を推進する。

消費生活相談機能の充実

（評価対象外）消費生活相談事業



基本事業名
（総合評価）

重 ﾏﾆ 事務事業名 得点率 総合評価 方向性 成果指標 達成度

基本事業名
（総合評価）

重 ﾏﾆ 事務事業名 得点率 総合評価 方向性 成果指標 達成度

６ 施策を構成する基本事業及び事務事業の状況

消費者団体への活動支援と運営の活性化
Ａ

消費者団体支援事業
％94 Ａ 継続

高松市消費者団体連絡協議会主催事業の参加者数
％248.5

消費者の権利保護
Ａ

消費者啓発事業
％94 Ａ 継続

消費者月間事業等の満足度

高松市消費者団体連絡協議会主催事業の参加者数

％108.8

％248.5

（評価対象外）計量検査事業


